
◎家畜伝染病予防法の一部を改正する法律 
（令和二年四月三日法律第一六号）   

一、 提案理由（令和二年三月五日・衆議院農林水産委員会） 

○江藤国務大臣 家畜伝染病予防法の一部を改正する法律案につきまして、その提案の

理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 家畜防疫は、畜産の振興及び畜産物の安定供給を図る上で重要な役割を担っておりま

すが、一昨年以降、アジア地域においてアフリカ豚熱の発生が急速に拡大し、我が国へ

の侵入の脅威が一段と高まっている中、家畜防疫の重要性は著しく高まっています。 

 こうした中、平成三十年九月に我が国で二十六年ぶりに発生が確認された豚熱につい

ては、同病に感染した野生イノシシによって広域に病原体が拡散し、現在に至ってもな

お終息に至っておりません。 

 このため、野生動物の感染に対する対策を強化するとともに、農場における飼養衛生

管理を徹底し、家畜の伝染性疾病の発生予防及び蔓延防止を図る必要があります。 

 さらに、畜産物の輸出入検疫を強化し、アフリカ豚熱を含む悪性伝染性疾病の侵入防

止を徹底する必要があるため、この法律案を提出することとした次第であります。 

 なお、先般、議員立法により当分の間として附則で措置していただいた、家畜又は野

生動物でアフリカ豚熱の感染が発見された場合の予防的殺処分を始めとする、アフリカ

豚熱に関する特例については、本則に位置づけることとしております。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、家畜の伝染性疾病の発生予防及び蔓延防止については家畜の所有者が第一義

的責任を有していることや、国及び地方公共団体がその施策の実施について相互に連携

することなど、家畜の所有者、国及び地方公共団体並びに関係事業者の責務を明確にす

ることとしております。 

 第二に、家畜の所有者は、衛生管理区域ごとに、飼養衛生管理に係る責任者を選任し、

責任者について必要な知識、技術の習得及び向上を図ることとする制度を創設すること

としております。 

 第三に、飼養衛生管理に係る指導等について、国が策定する指針に即して、都道府県

が計画を策定し、的確に指導等を行うこととする制度を創設するとともに、蔓延防止措

置として、都道府県知事は、家畜の所有者に対し、飼養衛生管理基準の遵守について、

指導助言を経ないで緊急に勧告、命令を実施できるよう措置することとしております。 

 第四に、野生動物における悪性伝染性疾病の蔓延防止措置として、野生動物における

悪性伝染性疾病の浸潤状況調査、経口ワクチン散布等を法に位置づけるとともに、野生

動物で悪性伝染性疾病の感染が発見された場合にも、発見された場所等の消毒や通行制

限、周辺農場等に対する家畜の移動制限、飼料業者、運搬業者等の関連事業者に対する

倉庫、車両の消毒などの病原体拡散防止措置を実施できるよう措置することとしており

ます。 



 第五に、今般新たに措置する蔓延防止措置について、国が都道府県に対して、その実

施を指示することができるよう措置することとしております。 

 第六に、予防的殺処分の対象疾病にアフリカ豚熱を追加するとともに、野生動物が口

蹄疫又はアフリカ豚熱にかかっていることが発見された場合にも、予防的殺処分を実施

できるよう措置することとしております。 

 第七に、入国者の携行品中の肉製品の有無を、家畜防疫官が質問、検査できるよう措

置するとともに、輸出入検疫の結果、発見された違法な肉製品について、家畜防疫官が

廃棄できるよう措置するなど、家畜防疫官の権限を強化することとしております。 

 第八に、輸入検疫の違反者に対する罰則を、現行の百万円以下の罰金から、個人につ

いては三百万円以下の罰金に、法人については五千万円以下の罰金に引き上げるなど、

所要の罰則を強化することとしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容でございます。 

二、 衆議院農林水産委員長報告（令和二年三月一九日） 

○吉野正芳君 ただいま議題となりました両法律案につきまして申し上げます。 

 まず、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律案につきまして、農林水産委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における家畜の伝染性疾病をめぐる状況の変化に鑑み、家畜防疫を的確

に実施するため、飼養衛生管理基準の遵守に係る是正措置の拡充、予防的殺処分の対象

となる家畜伝染病の追加、輸出入検疫に係る家畜防疫官の権限の強化等の措置を講ずる

ものであります。 

 本案は、去る三月四日本委員会に付託され、翌五日江藤農林水産大臣から提案理由の

説明を聴取し、十一日から質疑に入り、十七日質疑を終局しました。昨十八日採決いた

しましたところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第

であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

〇附帯決議（令和二年三月一八日） 

 平成三十年九月以降、国内における豚熱の発生を受け、農林水産省は、都道府県や関

係省庁と連携し、防疫の基本となる飼養衛生管理の徹底、予防的ワクチンの接種、野生

イノシシの捕獲強化や経口ワクチン散布等を行い、豚熱の封じ込めに向けて対策を講じ

てきたところである。 

 一方、ワクチンや有効な治療方法がないアフリカ豚熱はアジア地域で急速に拡大し、

我が国への侵入の脅威が一層高まっている。本委員会においては、家畜の悪性伝染性疾

病のまん延は我が国畜産業に深刻な打撃を与えるという認識の下に、アフリカ豚熱を予

防的殺処分の対象とするための法律案の起草等を行ってきたところである。 



 豚熱を早期に終息させ、アフリカ豚熱等の悪性伝染性疾病の国内への侵入を防止する

ことは、我が国の畜産の振興を図る上で最優先かつ最重要の課題であり、引き続き、政

府、都道府県、関係者一体となって家畜防疫に取り組む必要がある。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 都道府県が飼養衛生管理に係る指導等に積極的に取り組むために、都道府県の飼養

衛生管理指導等計画の策定について十分な指導及び助言を行い、家畜の伝染性疾病の

発生予防を図ること。また、都道府県による飼養衛生管理に係る指導等の取組状況を

正確に把握し、的確な指導を行うこと。特に、養豚農場における飼養衛生管理の水準

が向上するよう措置すること。 

二 家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止のための措置に係る国、地方公共団体、

家畜の所有者、関連事業者及び自衛防疫団体の相互の連携を強化し、実効性のある防

疫措置を実施するために、協議会を積極的に開催し、その活用を図ること。 

三 家畜伝染病の発生時における適切かつ迅速な初動対応を実施するために、家畜の健

康観察により特定症状が確認された場合には、直ちに家畜保健衛生所に通報するよう、

都道府県と連携しつつ、家畜の所有者その他畜産業従事者への周知を徹底すること。 

四 海外からの畜産物の違法持込みに対する罰則強化、当該違反畜産物の廃棄等の家畜

防疫官の権限強化については、厳格に運用し摘発を強化するとともに、外国政府、船

舶・航空会社及び旅行会社等を通じてその周知を徹底すること。また、家畜防疫官の

増員、検疫探知犬の増頭等により水際検疫に係る体制の充実・強化を図ること。 

五 野生動物に悪性伝染性疾病の発生が確認された場合においては、飼養衛生管理基準

の遵守に係る勧告・命令を含むまん延防止措置が的確に行われるよう速やかに都道府

県知事に指示すること。また、野生鳥獣の捕獲活動に従事する者の高齢化・減少が進

む中、野生イノシシによる養豚農場への豚熱等の侵入リスクの軽減及び浸潤状況調査

のため、関係者が緊密に連携して、戦略的にその捕獲を強化するとともに、陰性が確

認された個体の適切な利用に向けた取組を推進すること。 

六 飼養衛生管理基準の見直しによるエコフィードに係る加熱処理条件の引上げについ

ては、農場における遵守はもとより、食品リサイクル事業者が円滑に対応できるよう、

施設の更新に係る低利融資等の支援を行うこと。 

 右決議する。 

三、参議院農林水産委員長報告（令和二年三月二七日） 

○江島潔君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律案は、野生動物における悪性伝染性疾

病の蔓延防止措置を講ずるとともに、飼養衛生管理基準の遵守に係る是正措置の拡充、

輸出入検疫に係る家畜防疫官の権限の強化等の所要の措置を講じようとするものであり



ます。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、豚熱の防疫対策の現状と法改

正による効果、肉製品の国内持込み防止のための水際対策の強化、養豚農家への支援の

在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年三月二七日） 

 平成三十年九月以降、国内における豚熱の発生を受け、農林水産省は、都道府県や関

係省庁と連携し、防疫の基本となる飼養衛生管理の徹底、予防的ワクチンの接種、野生

イノシシの捕獲強化や経口ワクチン散布等を行い、豚熱の封じ込めに向けて対策を講じ

てきたところである。 

 一方、ワクチンや有効な治療方法がないアフリカ豚熱はアジア地域で急速に拡大し、

我が国への侵入の脅威が一層高まっている。国会においては、家畜の悪性伝染性疾病の

まん延は我が国畜産業に深刻な打撃を与えるという認識の下に、本法律案の提出に先立

ち、当分の間の措置を定めたアフリカ豚熱を予防的殺処分の対象とするための法整備を

行ったところである。 

 豚熱を早期に終息させ、アフリカ豚熱等の悪性伝染性疾病の国内への侵入を防止する

ことは、我が国の畜産の振興を図る上で最優先かつ最重要の課題であり、引き続き、政

府、都道府県、関係者一体となって家畜防疫に取り組む必要がある。 

 また、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ、豚流行性下痢、ヨーネ病等の伝染性疾病

の脅威が引き続き存在しており、適切に対応していくことが求められている。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 都道府県が飼養衛生管理に係る指導等に積極的に取り組むために、都道府県の飼養

衛生管理指導等計画の策定について十分な指導及び助言を行い、家畜の伝染性疾病の

発生予防を図ること。また、都道府県による飼養衛生管理に係る指導等の取組状況を

正確に把握し、的確な指導を行うこと。特に、養豚農場における飼養衛生管理の水準

が向上するよう措置すること。 

二 家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止のための措置に係る国、地方公共団体、

家畜の所有者、関連事業者及び自衛防疫団体の相互の連携を強化し、実効性のある防

疫措置を実施するために、協議会を積極的に開催し、その活用を図るとともに、獣医

師である家畜防疫員の十分な確保など体制を強化すること。また、人に危害を及ぼす

おそれのある人獣共通感染症等の未知の家畜伝染性新疾病の発生に備え、実効性のあ

る防疫措置の実施、予防法や治療法の開発等ができるよう、体制の整備を図ること。 



三 家畜伝染病の発生時における適切かつ迅速な初動対応を実施するために、家畜の健

康観察により特定症状が確認された場合には、直ちに家畜保健衛生所に通報するよう、

都道府県と連携しつつ、家畜の所有者その他畜産業従事者への周知を徹底すること。 

四 海外からの畜産物の違法持込みに対する罰則強化、当該違反畜産物の廃棄等の家畜

防疫官の権限強化については、厳格に運用し摘発を強化するとともに、外国政府、船

舶・航空会社及び旅行会社等を通じてその周知を徹底すること。また、家畜防疫官の

増員、検疫探知犬の増頭等により水際検疫に係る体制の充実・強化を図ること。さら

に、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜の伝染性疾病が海外でまん延してい

る現状に鑑み、その国際的な拡散を防止するため、近隣諸国と協力し、疾病情報等の

共有を進めるとともに、防疫対策の向上を推進すること。 

五 野生動物に悪性伝染性疾病の発生が確認された場合においては、飼養衛生管理基準

の遵守に係る勧告・命令を含むまん延防止措置が的確に行われるよう速やかに都道府

県知事に指示すること。また、野生鳥獣の捕獲活動に従事する者の高齢化・減少が進

む中、野生イノシシによる養豚農場への豚熱等の侵入リスクの軽減及び浸潤状況調査

のため、関係者が緊密に連携して、戦略的にその捕獲を強化するとともに、陰性が確

認された個体の適切な利用に向けた取組を推進すること。 

六 飼養衛生管理基準の見直しによるエコフィードに係る加熱処理条件の引上げについ

ては、農場における遵守はもとより、食品リサイクル事業者が円滑に対応できるよう、

施設の更新に係る低利融資等の支援を行うこと。 

  右決議する。 

 


